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表 1-1 地域経営の課題と 10 の特性 
対象の特性とマネジメント上の困難性 
  １．扱うべき財・サービスの多種多様性 
  ２．ニーズ把握の困難性 
  ３．ニーズ別分割供給の困難性 
地域概念と経営概念(組織レベルの議論) 
  ４．主体の複数性 
  ５．地域概念の重層構造性 
  ６．経営の重層構造的関係とミクロ・レベルの経営指針提示の必要性 
  ７．成果指標設定・評価の困難性 
主体と客体の構造(個人レベルの議論) 
  ８．主体・客体の曖昧性 
  ９．主体の重複性 

















































従来型モデル            マーケティング・ネットワーク地域(基本)モデル 
出所：矢吹(2010 ｐ.245) 













































































2 「地域しごと創生会議中間とりまとめ」(2016 年 7 月)pp. 8 と，「まち・ひと・しごと創生総合戦
略」(2014 年 12 月)「従来の政策の検証」を参照。  
3 まち・ひと・しごと創生本部による「第 6 回 地域しごと創生会議」(2016 年 4 月)，「地域しごと創
生会議中間とりまとめ」(2016 年 7 月)参照  





















































































マーケティング・ネットワーク地域(基本)モデル   ＤＭＯのマーケティング・ネットワークモデル 
出所：矢吹(2010 p.245) をもとに筆者作成 



























































































歴史上，ソーシャル・イノベーションが活発であった最初の時代は 19 世紀から 20 世





































































は 1996 年から 1999 年にかけて，欧州委員会の研究担当委員による社会的企業の育成プロ
ジェクトに資金が提供され，2001 年から 2004 年には，ＰＥＲＳＥと呼ばれる，労働統合
分野における社会的企業のパフォーマンス（the Socio-Economic Performance of Social 
Enterprises in the Field of Work Integration）などに資金援助がおこなわれている
(三輪 2013)。 
社会的企業の研究においては，ＥＵ15 カ国の研究者ネットワークであるＥＭＥＳ(L’



































い手」として捉えられ，市場経済から一線を画している(Evers and Laville 2007)。 
以上のように，欧州におけるソーシャル・イノベーション論は，社会的企業の活動を



























































































大学院の研究機関ソーシャル・エンタープライズ・イニシアティブの James E．Austin に
よるＮＰＯと収益事業者のコラボレーション戦略などに関する研究，デューク大学の研究


































































































































































































































8 文部科学省 科学技術政策研究所「地域イノベーションの成功要因及び促進政策に関する調査研究 – 











































表 3-1 AMA のマーケティング定義の変遷 
 




Marketing includes those business activities involved in the flow of goods and
services from production to consumption.
マーケティングとは生産者から消費者ないし使用者への商品およびサービスの
流れを方向づける経営諸活動の遂行である
Marketing is the performance of business activities that direct the flow of




Marketing is the process of planning and executing the conception, pricing,
promotion, and distribution of ideas, goods, and services to create exchanges




Marketing is an organizational function and a set of processes for creating,
communicating, and delivering value to customers and for managing customer
relationships in way that benefit the organization and its stakeholders.
マーケティングとは、顧客、依頼人、パートナー、社会全体にとって価値のあ
る提供物を創造・伝達・流通・交換するための活動、一連の制度、過程である
Marketing is the activity, set of institutions, and processes for creating,
communicating, delivering, and exchanging offerings that have value for








P.コトラーは，マーケティングの変遷を 1.0～4.0 の 4 段階で言い表している。そのう































































































































 出所：Grönroos and Voima (2013) をもとに筆者作成 
















































































出所：左図 Grönroos(1998) をもとに筆者作成 




















出所：Dees(1998) Grönroos(2007/2013) Evers and Laville(2004) をもとに筆者作成 



















































































なりうる年代として，高校生を除く 18 歳以上 70 歳未満とした。本調査は 2020 年 9 月 9
日から 10 日に実施し，取得する回答者数を 900 件とし，収集後 900 件のデータの取得を
もって終了した。取得した対象者の属性は，それぞれ，表 4-1～4-3 の通りである。 
 













































































産，13.気候変動，14.海洋，15.生態系・森林，16.法の支配，17.パートナーシップ  の 17 の











































































































（投入項目の一覧は表 4-7 の通り）。 
 
表 4-7 ロジスティック回帰 投入変数 
出所：筆者作成 
 




係数推定値 標準誤差 t値 P値
定数項 -0.17462 0.092595 -1.886 0.060 .
年齢：30歳代 -0.0602 0.036134 -1.666 0.096 .
年齢：50歳代 -0.065 0.032611 -1.994 0.046 *
年齢：60歳代 -0.06365 0.033305 -1.911 0.056 .
世帯年収800～1000万未満 世帯 -0.05454 0.035584 -1.533 0.126
職業：公務員 0.15115 0.057488 2.629 0.009 **
職業：(経営者,役員) 0.18827 0.07574 2.486 0.013 *
職業：会社員(事務系) 0.08151 0.031705 2.571 0.010 *
職業：会社員(その他) 0.04287 0.030533 1.404 0.161
職業：学生 0.34773 0.086375 4.026 0.000 ***
ソーシャル・ビジネスの活動を知っている 0.06196 0.009362 6.618 0.000 ***
社会的課題の解決を目指す企業・ＮＰＯを信頼している -0.0715 0.01347 -5.308 0.000 ***
社会的課題への関心 0.05991 0.018331 3.269 0.001 **
社会的課題の解決に向けての住民連携意思 0.10157 0.017559 5.784 0.000 ***
***p<  .001  **p< .01 *p< .1 .p< .5
説明変数 備考 説明変数 備考
男 性別ダミー変数 世帯400万～ 世帯年収ダミー変数
年齢20才 年齢ダミー変数 世帯600万～ 世帯年収ダミー変数
年齢25才 年齢ダミー変数 世帯800万～1000万 世帯年収ダミー変数
年齢30才 年齢ダミー変数 公務員 職業ダミー変数
年齢35才 年齢ダミー変数 経営者・役員 職業ダミー変数
年齢40才 年齢ダミー変数 会社員事務系 職業ダミー変数
年齢45才 年齢ダミー変数 会社員技術系 職業ダミー変数
年齢50才 年齢ダミー変数 会社員その他 職業ダミー変数
年齢55才 年齢ダミー変数 自営業 職業ダミー変数
年齢60才 年齢ダミー変数 自由業 職業ダミー変数
北海道 住所ダミー変数 専業主婦主夫 職業ダミー変数
東北地方 住所ダミー変数 パートアルバイト 職業ダミー変数
関東地方 住所ダミー変数 学生 職業ダミー変数
中部地方 住所ダミー変数 その他 職業ダミー変数
近畿地方 住所ダミー変数 社会的企業の活動の認知度
中国地方 住所ダミー変数 社会的企業の信用度
四国地方 住所ダミー変数 社会的課題への関心 全21種類の社会的課題への関心の平均値
未婚 未婚・既婚ダミー変数 社会課題解決への配慮意思 全3種類の社会的課題への配慮意思の平均値
子供なし 子供有無ダミー変数 社会課題の住民共有意思 全4種類の社会的課題の住民共有意思の平均値




目的変数であるソーシャル・ビジネスへの関心については，リッカード 5 段階の上位 2
段階「とても関心がある」「関心がある」を関心あり，それ以外を「関心なし」とするバ
イナリ型(0/1 型)に変換した。この結果については，ステップワイズ法を用いて説明変数
を絞ることにより，AIC が最大化する 13 変数に絞られた(最終的な適合度 AIC= 596.45)。


































































る組織であると述べている。この因子 1 を「営利組織の信用」と名付ける。因子 2 は非営
利を指向しており，リーダーシップを持つ代表者が，住民が関心を持つ課題の解決を目指
す姿に信用を置く。正に米国のソーシャル・イノベーション論における社会起業家を信用




ルでは因子 2「社会起業家の信用」，因子 3「社会的企業の信用」の 2 つを投入変数として
採用する。 
因子1 因子2 因子3
企業など営利組織である 0.629 0.162 0.213
非営利組織である 0.219 0.712 0.273
リーダーシップのある代表者である 0.519 0.515 0.288
自分が関心のある社会課題の解決を目指している 0.562 0.507 0.37
情報公開が進んでいる 0.396 0.393 0.786
目的がはっきりしている 0.535 0.478 0.479
行政や、地域の組織との連携ができている 0.48 0.491 0.474
継続的に資金が得られている事業である 0.648 0.413 0.374

























































因子1 因子2 因子3 因子4
社会問題の解決に向けて.Web.SNSなどを活用してネッ
ト上で協力する仲間を集めて議論したりする
0.858 0.084 0.054 0.152
社会問題の解決に向けて..ネット上ではなく.実際に
会って協力する仲間を集めたり.議論したりする
0.802 0.074 0.217 0.056
地域のスポーツ活動の指導などに参加する 0.741 0.073 0.203 -0.217
社会問題の解決を意図するイベント等に参加する 0.663 0.185 0.444 -0.013
地産地消を優先して商品を買う 0.185 0.504 0.51 0.11
不祥事を起こした企業の商品は買わない 0.112 0.542 0.094 0.09
疾病予防対策がしっかりした店で商品を買う 0.098 0.733 0.175 -0.082
安心安全を考えて商品を買う 0.015 0.795 0.153 -0.032
地域の清掃や資源回収運動に参加する 0.384 0.245 0.546 -0.146
社会問題の解決に向けて情報収集などをを行
う.Web.SNSなどの活用も含む.
0.486 0.338 0.342 0.18
社会問題の解決に積極的な企業の商品や.そのような店
で商品を買う
0.388 0.452 0.476 0.195




























は表 4-11 の通りとなった。適合度は 1 に近いことで有効性を判定する指標 CFI＝0.954，
TLI＝0.944，0 に近いほど適合度が高いと判定できる RMSEA=0.071 となっており，いずれ
も適合がみられるモデルとなった。 
 
表 4-11 共分散構造分析モデル適合度指標 
カイ 2 乗値 542.755 
自由度 98 























































































































































けられる。また，Borzaga & Defourny(2001)による欧州の社会的企業の定義(表 5-1)で
は，社会的指標 5 つ・経済的指標４つの指標・基準によって定義される。 
 
 
















麒麟のまち観光局では，圏域に跨る 1 市 6 町の３極をブリッジし，地域の観光問題の
解決を期待される組織であるといえる。 
 
表 5－1 社会的企業の定義 
出所：Borzaga & Defourny(2001) 邦訳 訳者(内山(2004))解題 pp.513 一部筆者修正 
 
次に，社会的企業の定義の面から検証をおこなう。社会的指標では，①地域レベルで
























③財務的なリスクを内包する，④活動による有償労働を持つ 4 点が要件とされている。 
まず，社会的指標については， 
① 地域レベルでの社会的責任を果たす 





















































































表 5-2 地域連携ＤＭＯと広域ＤＭＯのコンセプトと価値提案先比較 
























































































































い若桜線は赤字化，1981 年には国鉄の第 1 次廃止対象特定地方交通線として廃止路線の
対象となった。1986 年に第 3 セクター方式鉄道への転換が決定され，1987 年に若桜鉄道
株式会社が設立。鉄道経営は民営化した JR 西日本から若桜鉄道に引き継がれることとな
った。 




















図 6-1 若桜鉄道の上下分離方式 
 
若桜鉄道が本社を置く若桜町は人口 3,134 人(2020 年 1 月 住民基本台帳人口)，1980




(当時)国鉄若桜線の貨物営業が中止され，1981 年には，国鉄再建法に基づく第 1 次廃止
対象特定地方交通線の指定をうける。 
その後，廃止のうえのバス路線化の検討を含め協議をすすめる中で，住民側の存続を




施計画の認定（『公有民営化』第 1 号）について」に詳しい経緯が示されている。  
13 東日本震災後の復興を日本の復興の契機とすることを目的に発足した日本創成会議によって 2014 年







事業再構築実施計画では，経営の安定化が義務付けられた。それにより 2009 年から 2020
年 3 月までの 10 年の間に，旅客者数を増加し鉄道を存続させるといった，社会的課題の
解決が当社に課せられることとなった。 
 
第２項 事例 1 蒸気機関車運行の社会実験 
１．社会的企業 鳥取・因幡観光ネットワーク協議会(現・麒麟のまち観光局)の背景 
































を実施するなど 3 期連続で黒字経営を維持したものの，2012 年度に再び赤字に転落，































可が得られないＳＬを 1 日限りの走行社会実験として本線を走らせることであった。 
この社会実験における，地域のソーシャル・イノベーションのサービス・トライアン
グルは図 6-3 の通りである。社会起業家として活動を始めた山田社長率いる若桜鉄道によ






















































図 6-2 若桜鉄道社会実験 チラシ 
 
７．社会実験のインタラクティブ・マーケティングにより生じた価値 
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図 6-5 若桜町観光協会Ｂ氏ヒアリング調査 共起ネットワーク(語－組織) 
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んけど 10 人以上の団体客の時は，年間 70～80 回ぐらい出店してます。今日は 2 人だけで
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義は，2018 年 3 月の観光列車運行開始以降の観光列車乗客と，観光列車を運行開始の前
後での，通勤・通学などの定期券利用者を除く普通旅客の増加を観光客増とする 14。 
経済波及効果は観光列車の運行前の 1 年間である 2017 年度を基準とし，2018 年度以
降，つまり 2018 年 4 月～2019 年 12 月間に発生した観光客増より分析をおこなう。若桜
鉄道の普通旅客数は図 6-4 の通りであり，普通旅客増については，2017 年 X 月に対し










より算出した，若桜鉄道の利用観光客数は表 6-1 の通りとなる。 
 
出所：若桜鉄道株式会社 
図 6-4 年度別 若桜鉄道普通旅客数 
 
表 6-1 若桜鉄道 2018 年 4 月～2019 年 12 月 観光客数 
出所：若桜鉄道株式会社・麒麟のまち観光局資料をもとに筆者作成 
 







県内・日帰り客 県外・日帰り客 県外・宿泊客 産業連関表部門
宿泊費支出 14,955 対個人サービス
交通費支出 384 762 1,618 運輸、郵便
飲食費支出 1,164 1,866 3,958 対個人サービス
土産代支出 4,457 5,828 7,985 (次表参照)
計 6,005 8,456 28,516
(単位：円/人) 
県内・日帰り客 県外・日帰り客 県外・宿泊客
2018年度 10,175 294 1,153 172
2019年度 6,292 257 376 219










鳥取県観光消費による経済波及効果の推計で用いられている表 6-3 の割合とした。 
 




については表 6－3 の通りとなる。県内消費額は観光列車運行開始以降合計，1.31 億円に
のぼることが分かる。また県内消費額の中心は，県内・日帰り客であり総額の 81.1%を占
めていることも分かる。 














産業連関表部門 県内・日帰り客 県外・日帰り客 県外・宿泊客 合計
農業 430 52 13 495
漁業 298 36 16 350
飲食料品　　　　　　　 2,752 335 154 3,240
繊維製品 740 90 20 850
パルプ・紙・木製品 97 12 3 111
化学製品 37 4 3 44
窯業・土石製品 128 16 5 149
電気機械 12 1 1 14
その他の製造工業製品 585 71 25 682
運輸、郵便 754 120 65 939
対個人サービス 4,799 621 811 6,232
合計 10,631 1,360 1,116 13,107








用いる逆行列係数表などから構成される。図 6-4 は取引基本表の簡略図である。 
 






の鳥取県下で集計されている最新の平成 23 年産業連関表(39 部門表)を用い，観光客利用
増による県内消費額∆𝐹から県内生産誘発額の計算をおこなった。 
 
∆𝑿𝟎 = ∆𝑭 ∙ 𝒔 (𝟔 − 𝟏) 
∆𝑿𝟏 = [𝑰 − (𝑰 −𝑴)𝑨]
−𝟏(𝑰 −𝑴)∆𝑿𝟎 (𝟔 − 𝟐) 
∆𝑿𝟐 = [𝑰 − (𝑰 −𝑴)𝑨]
−𝟏(𝑰 −𝑴)𝒄𝒌𝒘∆𝑿𝟏 (𝟔 − 𝟑) 
∆𝑿 = ∆𝑿𝟎 + ∆𝑿𝟏 + ∆𝑿𝟐 (𝟔 − 𝟒) 
∆𝑋 ：県内生産誘発額 
∆𝑋0 ：県内生産誘発額 直接効果 
∆𝑋1 ：県内生産誘発額 第一次波及効果 
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参考資料 
アンケート調査・調査項目一覧表 
アンケート質問表 
ソーシャル・ビジネスに対する住民意識アンケート調査 調査項目一覧
SEX 性別
AGE 年齢
AGEID 年代
PREFECTURE 都道府県
AREA 地域
MARRIED 既婚未婚
CHILD 子供有無
HINCOME 世帯年収
PINCOME 個人年収
JOB 職業
Q1S1 SDGs(持続可能な開発目標)の達成など、社会的課題を解決し持続可能な社会にするための事業・活動を聞いたことがある
Q1S2 社会的課題の解決を目指すための、企業やＮＰＯの事業活動に関心がある
Q1S3 社会的課題の解決に向けて事業を運営・経営している（したことがある）
Q1S4 社会的課題の解決を目指す事業に対し、寄付・資金援助・出資など資金提供をしたことがある
Q1S5 社会的課題の解決を目指す事業の金銭を伴わない支援活動をおこなっている（おこなったことがある）
Q2 あなたは、一般的な、SDGs(持続可能な開発目標)の達成などの社会的課題の解決を目指す企業・ＮＰＯを信頼していますか。 最もあてはまるものをお選びください。
Q3S1 リーダーシップのある代表者である
Q3S2 行政や、地域の組織との連携ができている
Q3S3 情報公開が進んでいる
Q3S4 非営利組織である
Q3S5 企業など営利組織である
Q3S6 球団などスポーツチームが主催している
Q3S7 継続的に資金が得られている事業である
Q3S8 自分が関心のある社会課題の解決を目指している
Q3S9 目的がはっきりしている
Q4S1 食品や商品の安全性について考えることがある
Q4S2 発展途上国の支援につながるフェアトレード商品について考えることがある
Q4S3 文化や技術の若者への継承について考えることがある
Q4S4 絶滅危惧の動物など動物保護について考えることがある
Q4S5 人権問題について考えることがある
Q4S6 疾病対策について考えることがある
Q4S7 個人情報の保護について考えることがある
Q4S8 遺伝子組み換えなどの遺伝子利用について考えることがある
Q4S9 企業・法人の不祥事について考えることがある
Q4S10 行政・政治の不祥事について考えることがある
Q4S11 地球温暖化について考えることがある
Q4S12 ごみの増大・リサイクル推進について考えることがある
Q4S13 省エネルギー・自然エネルギーなどエネルギー問題について考えることがある
Q4S14 少子高齢化について考えることがある
Q4S15 学校教育の将来について考えることがある
Q4S16 児童のクラブ活動などスポーツ環境について考えることがある
Q4S17 治安の悪化について考えることがある
Q4S18 運動ができる機会や場所の減少について考えることがある
Q4S19 食料自給率の低下について考えることがある
Q4S20 労働の不安定化について考えることがある
Q4S21 地域格差の拡大について考えることがある
Q5S1 社会問題に配慮した生活をしたいと思う
Q5S4 日常生活で社会的ルールは守る方である
Q5S9 地域の運動会など地域スポーツ活動に好意的である
Q5S2 社会問題を解決する活動に参加したいと思う
Q5S5 社会的ルールを守る活動に参加したいと思う
Q5S7 町内会など地域での活動に参加したいと思う
Q5S10 地域の運動会など地域スポーツ活動に参加したいと思う
Q5S6 周囲の人に社会的ルールを守る大切さを伝えて、協力するように勧めている
Q5S8 周囲の人に町内会などの地域での活動の大切さを伝えて、協力を勧めている
Q5S3 周囲の人にも社会問題を解決する大切さを伝え、協力を勧めている
Q5S11 周囲の人に地域のスポーツ活動への参加を勧めている
Q6S1 地産地消を優先して商品を買う
Q6S2 社会問題の解決に積極的な企業の商品や、そのような店で商品を買う
Q6S3 安心安全を考えて商品を買う
Q6S4 不祥事を起こした企業の商品は買わない
Q6S5 疾病予防対策がしっかりした店で商品を買う
Q6S6 地域の清掃や資源回収運動に参加する
Q6S7 地域のスポーツ活動の指導などに参加する
Q6S8 社会問題の解決を意図するイベント等に参加する
Q6S9 社会問題の解決に向けて情報収集などをを行う（Web，SNSなどの活用も含む）
Q6S10 社会問題の解決に向けて、Web・SNSなどを活用してネット上で協力する仲間を集めて議論したりする
Q6S11 社会問題の解決に向けて、（ネット上ではなく）実際に会って協力する仲間を集めたり、議論したりする
社
会
的
企
業
等
の
信
用
関
心
を
持
つ
社
会
課
題
社
会
的
課
題
に
対
す
る
行
動
属
性
情
報
関
与
状
況
社会課題解決
への配慮意思
社会課題の
住民共有意思
社会課題の
解決への
行動意思
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